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（１）（１）（１）（１）ガイドラインガイドラインガイドラインガイドライン策定策定策定策定の趣旨の趣旨の趣旨の趣旨    

人口減少・超高齢社会を迎え、大きな時代の転換点にあるなか、これまでの膨張型や拡散

型の都市構造から、環境負荷が少なく、多様な世代が快適で魅力ある都市生活を身近なまち

なかで送ることができる「集約型都市構造」へ転換を図ることが求められています。 

平成18年の都市計画法の改正では、開発許可制度における大規模開発及び公共公益施設に

係る取り扱いが見直され、市街化調整区域における相当規模の開発行為に対しては、市街化

区域への編入のほか、地区計画等に定められた内容に適合する場合に限り、許可できること

となりました。 

一方で、市街化調整区域内の農村集落等では、人口減少等による集落の衰退が見られるこ

とから、それぞれの地域の実情に応じて、自然環境や営農環境と調和する一定の開発行為に

ついて、地区計画等を策定した上で許容し、既存農村集落等の維持、活力増進を図ることが

可能となりました。 

このような流れを受け、本県における市街化調整区域内の地区計画等の運用の統一性を確

保する等の観点から、平成21年３月に「市街化調整区域における地区計画に対する同意基

準」を作成しました。 

その後も、「大規模集客施設の立地ビジョン」の策定や準都市計画区域の広域指定などを行

い、さらに平成27年10月には、新たな都市計画基本方針を策定し、「拠点と公共交通軸による

集約型の都市づくり」を推進していくこととしました。 

本ガイドラインは、これまでの「市街化調整区域における地区計画に対する同意基準」を

ベースとし、新たな基本方針で示された集約型の都市づくりの考え方、および「地域の自主

性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成27

年法律第50号）」による都市計画手続きの変化を踏まえ、新たに「市街化調整区域における地

区計画ガイドライン」として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

    

市街化調整区域における地区計画については、広域的な運用の統一性を確保

し、区域区分の趣旨を踏まえ、市街化調整区域における秩序ある土地利用の形成

を図る観点から、あらかじめ都道府県が協議又は同意に当たっての判断指針等を

作成し、市町村の参考に供することで、円滑な制度運用が図られるものである。 

(都市計画運用指針より) 

２２２２----５５５５    市街化調整区域市街化調整区域市街化調整区域市街化調整区域におけるにおけるにおけるにおける地区計画ガイドライン地区計画ガイドライン地区計画ガイドライン地区計画ガイドライン    
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（２）（２）（２）（２）協議協議協議協議又は同意又は同意又は同意又は同意に関する方針に関する方針に関する方針に関する方針にににについてついてついてついて    

前述のような趣旨から、市街化調整区域における地区計画の決定及び変更については、特に 

区域区分制度等の趣旨を踏まえ、都市計画的な観点から細心の配慮が必要となるため、以下に 

示す協議又は同意（以下、「協議等」という。）方針を基に協議等を行うこととします。 

なお、この他、地区計画の決定または変更にあたっての必要事項や考え方については、都

市計画法、都市計画運用指針等によるものとします。 

 

 

 

 

【解説】 

地区計画を決定または変更することで、本来市街化を抑制すべき区域である市街化調整区

域において開発行為や建築行為が可能となることから、優先的に市街化を促進する市街化区

域への編入とのすみ分けを明確にすることが求められます。 

ただし、市街化区域編入に先行して地区計画を決定する必要性が明確である場合、あるい

は、市町において「市街化調整区域における地区計画の運用基準」等で区域区分とのすみ分

けを明確にしている場合は、この限りではありません。 

 

 

 

 

 

 

    

【解説】 

都市計画においては、基礎調査などの内容を踏まえながら、将来の都市に配するべき人口

等を想定し、必要な市街地の規模を決定しています。そのため、市街化調整区域において、

地区計画を決定または変更して開発を誘導する際には、この考え方との整合を図ることが必

要です。 

以下に、土地利用分類別の考え方を示します。 

『商業系、工業系』 

商業施設、工場等を誘導する地区計画の決定または変更においては、「都市計画区域の

整備、開発及び保全の方針」の将来における産業の規模（各種産業フレーム）との整合

を図ることが必要です。なお、商住混在等の開発を誘導していく場合には、市街化区域

への編入を予定すること。 

ただし、既存の商業施設、工場、倉庫等と住居が混在している地域において、環境保

全等を目的とした地区計画については、この限りではありません。 

協議等方針② 区域区分制度との整合 

地区計画の決定または変更については、「市街化調整区域は、市街化を抑制すべき区

域とする（法第７条）」という趣旨を変えない範囲において、地区の特性にふさわしい

良好な都市環境の維持、形成を図る必要がある場合とし、その場合には人口フレーム等

との整合を図ること。 

協議等方針① 区域区分制度とのすみ分け 

地区計画の決定または変更において、その内容が市街化区域への編入の要件を満たす

ものについては、原則、編入を行うこと。 
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『その他』 

研究施設、流通系、観光レクレーション等を誘導する地区計画の決定または変更にお

いては、周辺都市環境への影響等、一概に市街化区域内に誘導していくことが適切でな

い場合もあることから、必要性や規模等も含め、協議を行うことが望ましいです。 

 

 

 

 

 

 

【解説】    

地区計画を決定または変更する場合には、市町の都市計画に関する基本的な方針（市町村

の都市計画マスタープラン）に即したものでなければならない（都市計画法第28条の２第４

項）とされていますが、上述の方針を未だ定めていない市町については、議会の議決を経て

定められた当該市町における建設に関する基本構想（総合計画等）に即さなければならない

（都市計画法第15条第３項）とされています。 

また、県の都市計画との整合及び広域調整の観点から、県が策定している「福岡県都市計

画基本方針」、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」及びその他方針等に整合する

必要があります。 

 

 

 

 

 

 

【解説】    

市街化調整区域の地区計画による土地利用は、市街化調整区域の性格を考慮し、厳格に運

用する必要があります。 

地区計画は、基本的に届出・勧告制度という強制力を伴わないソフトな手段であることか

ら、市街化調整区域の地区計画を決定または変更するにあたっては、建築基準法に基づく条

例を定めることによる法的強制力を付加して、目指すべき土地利用の実現を図ることが求め

られます。 

なお、建築条例による運用に当たっては、制限等に疑義が生じないよう、内容や表現につ

いて地区計画の検討の初期段階から、建築確認担当部局等と調整しておくことが望ましいで

す。 

協議等方針③ 市町及び県が定める方針等との整合 

地区計画の決定または変更については、市町で定める「都市計画マスタープラン」等

に即したものでなければならず、また、広域調整の観点等から「福岡県都市計画基本方

針」、「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」等との整合を図ること。 

協議等方針④ 地区計画の建築条例化 

市街化調整区域における地区計画については、市街化調整区域における秩序ある土地

利用の形成を図る観点から、その計画における実現性を担保する必要があるため、地区

整備計画により定められた建築物等に関する制限を建築条例化すること。 
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（３）（３）（３）（３）地区計画を地区計画を地区計画を地区計画を定めることが出来ない地域、区域等定めることが出来ない地域、区域等定めることが出来ない地域、区域等定めることが出来ない地域、区域等    

 

①地区計画を定めることが出来ない地域、区域 

・防衛施設(駐屯地、訓練場、演習場その他これらに類する施設)が存する地区 

・農業振興地域の農用地区域 

・集落地域整備法第３条に規定する集落地域(なお、集落地域においては、集落地区計画制度

により営農条件と調和のとれた良好な居住環境の確保と適正な土地利用を図るよう努める

ことが望ましい) 

・農地法による農地転用が許可されないと見込まれる農用地 

・臨港地区及び港湾隣接地域における港湾法第２条第５項の港湾施設以外の施設が密集して

いる区域以外 

・保安林等の区域 

・現に宅地化していない区域のうち、原則として、次に掲げる区域でその他の溢水、湛水、

津波、高潮、がけ崩れ等による災害の発生のおそれのある区域 

ア土砂災害特別警戒区域 

イ津波災害特別警戒区域 

ウ災害危険区域 

エ地すべり防止区域 

オ急傾斜地崩壊危険区域 

 

②地区計画の区域内に含まないことが望ましい地域、区域 

・工場立地法第６条第１項に規定する特定工場が立地している地区 

・農村地域工業等導入促進法（昭和46年法律第112号）に規定する工業等導入地区 

・自然環境保全法の指定地域及び自然公園法の特別地域（極力重複させないこと） 
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市街化調整区域地区計画の決定または変更 

に係る福岡県の考え方 

 

市街化調整区域における地区計画の決定または変更に係る都市計画法の条文、及びそれに係

る都市計画運用指針の記述に対して、地区計画の決定または変更についての本県の考え方を以

下に示します。 

 

①法第12条の５第１項第２号イ 

住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷地の整備に関する事業が行われる、又は行わ

れた土地の区域 

 

都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

１） 「住宅市街地の開発その他建築物若しくはその敷

地の整備に関する事業が行われる、又は行われた土地

の区域」とは、次に掲げることが望ましい。 

 

ａ 市街化調整区域における、２０ｈａ以上（産業の振

興、居住環境の改善その他都市機能の維持又は増進に

著しく寄与する開発行為にあっては５ｈａ以上）の一

団の開発行為であって、市街化区域における市街化の

状況等からみて当該都市計画区域における計画的な市

街化を図る上で支障がなく、かつ、計画の内容、地権

者の合意等の状況から判断して確実に実施されると見

込まれるものに関する事業 

この場合において、「一団」とは、隣接又は近接して

複数の計画的な開発が行われ、それらが相互に連携

し、一体的でより良好な環境の市街地の形成が図られ

ると認められる場合が含まれる。なお、ここでいう

「近接」とは、複数の開発区域の間に道路、小規模な

公園等の公共施設が介在する場合を意味している。 

また、「産業の振興、居住環境の改善、その他都市機

能の維持又は増進に著しく寄与する開発行為」とは、

原則としてアに掲げる開発行為であって、イに掲げる

考え方を基本とするものであることが望ましい。 

ア 次に掲げる開発行為 

ⅰ 主として住宅の用に供する目的で行われる次に掲げ

る開発行為 

 

 

 

 

「産業の振興、居住環境の改善、その他都市機能の維

持又は増進に著しく寄与する開発行為」として、大きく

住宅系開発、商業系開発、混在系開発、その他の開発が

考えられるが、計画の具体性及び必要性を総合的に判断

した場合に、都市計画上必要であるとされるものについ

て地区計画により誘導していくものであると考える。 

無秩序に行われるものでは、あってはならないことと

考えており、住宅系の開発であっても、線引き制度にお

ける人口フレームとの整合性について考慮されたもので

あることが必要である。 

また、工業系、商業系の開発においても、各種フレー

ムとの整合を図ることが望ましく、さらに商業系の開発

については、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針

や福岡県の策定している「大規模集客施設の立地ビジョ

ン」等との整合性を図ることが必要である。 

混在系開発においては、上記の両方の要件を満たすこ

とが必要である。 

その他開発においては、産業の動向、将来の展望等、

改正法の趣旨を踏まえ、又福岡県の都市計画基本方針で

示す「コンパクトな都市づくり」を目指し、総合的に判

断して運用していくことが必要である。 
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都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

ア）  主として地域住民の居住の用に供する目的で行わ

れるもの 

イ）  人口の流出による地域社会の停滞等を防止するた

め新規住民の積極的な導入及び定着を図ることを目

的として行われるもの 

ウ）  ア）イ）に掲げるもののほか、地域の経済社会活

動の活性化、地域社会の整備発展等に著しく寄与す

ると認められるものであって、例えば、主として住

宅以外の建築物又は一種特定工作物の建築又は建設

の用に供する目的で行われる開発行為と一体として

行われるものその他鉄道若しくは軌道の駅、大学等

の公共公益施設又は地域の振興に寄与すると認めら

れる工場、研究所等の新設、増設等に関連してこれ

らの施設と一体的な整備を図ることを目的として行

われるもの。 

ⅱ 主として住宅以外の建築物又は一種特定工作物の建

築又は建設の用に供する目的で行われ、かつ、法律に

基づき又は地方公共団体により策定された地域の振興

又は発展を図るための計画と内容、位置、規模等の整

合が図られている開発行為 

 

イ 次に掲げる開発行為に係る考え方 

ⅰ 市街化区域又は市街化調整区域内の既成市街地若し

くはこれに準ずる既存集落（以下「市街化区域等」と

いう。）に隣接し、又は近接する地域において行われる

ものであること。 

なお、「これに準ずる既存集落」とは、鉄道若しく

は軌道の駅又は市町村役場、区役所若しくはこれらの

支所等の公共施設が存する既存集落を指している。 

ただし、次のような場所には、例外として取り扱っ

て差し支えない。 

ア）  市街化区域に隣接し、又は近接する地域に優良な

農用地が存在し、かつ、その外延部に遊休地等が存

在する場合であって、当該遊休地等を活用すること

がその地域の土地利用上適切と認められる場合。 

イ）  工場の移転跡地等の既存の宅地を活用する場合 

ウ）  研究施設等の特別な施設で、その施設の性格から

市街化区域に隣接し、又は近接する地域の設置を求

いずれの開発においても、市街化調整区域は市街化を

抑制する地域であるという趣旨の基、福岡県都市計画基

本方針における「集約型の都市づくり」を目指していく

にあたり、その趣旨から著しく逸脱しないものであるこ

とが重要である。 

〈 １）－ａ－ア－ⅰ－ア）、イ）、ウ） 〉 
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都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

めることが適当でないと認められるものの設置を目

的とする場合 

ⅱ 開発区域の周辺の区域において、開発行為に伴い必

要となる適正な配置及び規模の道路、義務教育施設、

水道等の公共公益施設があること（当該開発行為と併

せてこれらの公共公益施設の増改築等が行われること

により、適正な配置及び規模の公共公益施設を備える

ことが確実と認められる場合を含む） 

ⅲ 市街化区域において行われないことについて相当の

理由があると認められること。ただし、これは、法第

３４条第１４号の「市街化区域において行うことが困

難又は著しく不適当と認められるもの」と同程度の判

断を求めるものではない。 

 

ｂ 非線引き都市計画区域内の用途地域の定めのない地

域において、特定大規模建築物の整備による商業その

他の業務の利便の増進を図るため、一体的かつ総合的

な市街地の開発整備を行うことを目的とした開発行為

に関する事業又はそれらの建築物の建築に関する事

業。この場合、特定大規模建築物の周辺の建築物等を

含むことは差し支えない。 

 

ｃ 以下に掲げる事業（街区の整備に係る事業以外の事

業にあっては、原則としてａ、ｂ、又はｃに該当する

ほかの事業と一体的に行われ街区を形成するものに限

る。 

ア 法第２９条第３号から第５号まで若しくは第９号に

掲げる開発行為に関する事業、同条第３号に規定する

建築物の建築に関する事業又は法第４３条第１項第１

号若しくは第４号に掲げる建築物の新築、改築若しく

は用途の変更若しくは第１種特定工作物の新設に関す

る事業 

イ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規

定する学校の用に供する施設である建築物、社会福祉

法（昭和２６年法律第４５号）による社会福祉施設若

しくは更生保護事業法（平成７年法律第８６号）によ

る更生保護事業の用に供する施設である建築物若しく

は医療法第１条の５第１項に規定する病院、同条第２

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育施設、福祉施設、医療施設等については、改正法

により原則市街化調整区域に建築することはできない。 

しかし、他法令（学校教育法、社会福祉法、医療法

等）による広域的な位置づけがそれぞれの上位計画等に

よって定められているものにおいて、都市計画上の支障

がないと判断されるものについて地区計画によって誘導

していくことが望ましい。 

〈 １）－ｃ－ア、イ、ウ 〉 
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都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

項に規定する診療所若しくは同法第２条第１項に規定

する助産所の用に供する目的で行う開発行為に関する

事業又はそれらの建築物の建築に関する事業 

ウ 国若しくは地方公共団体（法令の規定により国の行

政機関又は地方公共団体と見なして法第３４条の２の

規定が準用される者を含む。）又は港務局が行う開発行

為に関する事業又は当該開発区域で行う建築物の建築

等に関する事業 

 

ｄ ａ、ｂ又はｃに該当するもののほか、住宅市街地の

一体的開発で街区を単位とする事業。この場合、住宅

と一体的に整備される居住者のための利便施設等を含

むことは差し支えない。 

 

２） 「事業が行われる」の判断は、事業の実施に当た

り必要な農地転用許可等の許認可について関係行政

機関と調整が了されている等により事業の実施が確

実であると認められる段階を意味する。 

３） 「事業が行われる土地の区域について」地区計画

が策定された後、当該事業が行われないことが明ら

かになった場合には、当該地区計画は定めることを

要しないものとして速やかに都市計画の変更手続き

を行うことが望ましい。 

 

４） 「事業が行われた土地の区域」には、「都市の秩序

ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正す

る法律」（平成１８年法律第４６号）による改正前の

法第３４条第１０号イに該当するものとして開発許

可を受け、事業が行われた土地の区域も含まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 住宅市街地の計画的な一体的開発で、道路や水道等の

都市基盤整備が確実に行われる見込みがある事業である

こと。その場合、居住者のための必要最小限の利便施設

を許容することは差し支えないものである。 

〈 １）－ｄ 〉 
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②法第12条の５第１項第２号ロ 

建築物の建築又はその敷地の造成が無秩序に行われ、又は行われると見込まれる一定の土地

の区域で、公共施設の整備の状況、土地利用の動向等からみて不良な街区の環境が形成される

おそれがあるもの 

 

都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

法第１２条の５第１項第２号ロの「土地の区域」とし

ては、例えば次に掲げるものが考えられる。 

 

１）  家屋等の建築物が無秩序に集合又は点在している

一団の土地の区域で、区域内の道路の配置又は幅員

の状況、建築物の立地動向から見て、不良な街区の

環境が形成されるおそれがあるもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）  幹線道路沿道に面する一宅地の区域で、建築物の

立地の動向、既存宅地の存在状況、周辺の土地利用

の状況から見て、建築物の用途又は形態等が無秩序

となるおそれがあり、不良な街区の環境の形成を防

止する措置を講ずる必要があると認められるもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○既存集落など建築物等が既に一定のまとまりとして存

在している区域で、人口回復や活性化を図る必要があ

る場合、或いは緑豊かな田園集落などの良好な居住環

境を計画的に維持、保全する必要がある場合。 

 

既存集落において、地区内道路等に代表されるインフ

ラ整備が計画的になされないまま、既存建築物の建て替

えが個々に行われることにより、不良な街区が形成され

るおそれがある。このような地区について、道路などを

地区施設へ位置づけることや、建築敷地を制限すること

などにより、計画的に建築物の建て替えを誘導しその集

落環境を維持、改善させる必要がある場合が想定され

る。 

また、周辺の景観や営農条件との調整を図るため、地

区内の保全すべき緑地などを地区施設へ位置づけること

などで、必要な公共公益施設の整備と並行して、計画的

に緑豊かな居住環境を維持・形成する必要がある場合も

想定される。 

 

○幹線道路に面する区域で適用する。 

 

幹線道路沿道は、ガソリンスタンドなどの法第３４条

第８号に該当する開発行為・建築行為や資材置き場など

としての利用が無秩序に行われる可能性があり、周辺の

土地利用状況に照らして、幹線道路の沿道で、現在無秩

序な土地利用が認められる場合や、今後供用開始が予定

されている路線沿道で、不良な街区の形成を防止する必

要があると認められる場合等に適用する。 

この際認められる用途については非住居系の施設が考

えられるが、市町村の総合計画、国土利用計画、都市マ
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都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

３）  当該区域内における道路等の公共施設の整備状

況、建築物の立地動向からみて、建築物の建築又は

その敷地の造成が行われることが十分に予想される

条件を備えている上、建築物の用途又は形態等が無

秩序となるおそれがあり、特に不良な街区の環境の

形成を防止する措置を講ずる必要があると認められ

るもの 

 

スタープラン、或いは県の定める都市計画区域マスター

プランなどに位置づけられる大規模なプロジェクトに伴

う周辺の土地利用との調和を図る場合、また周辺の住民

の生活利便施設を設置する場合以外は、原則としてこれ

を認めない。 

 

 

○観光・レクリエーション等を主体とする開発が行われ

る計画的開発地 

 

市街化調整区域内に存する観光資源等の有効な利用上

必要な建築物の建築又は建設の用に供する目的で行うも

の（法第３４条第２号）として許可される開発行為で、

さらにその他の公共公益施設の整備を併せて行いつつ、

周辺環境や景観と調和する良好な開発行為を誘導する場

合などに適用する。 

 

 

○インターチェンジ周辺地域 

 

資材置き場等として無秩序な土地利用が進む可能性が

高いインターチェンジ周辺地区等において、計画的に秩

序ある流通業務系の土地利用を誘導する必要がある場合

に適用する。 

なお、この場合開発許可における大規模流通業務施設

地域に指定されている区域に隣接、または近接すること

が望ましい。 

 

 

 

 

○公共交通軸の駅、バス停におけるジョイントディベロ

ップメント 

 

 福岡県都市計画基本方針で示す「集約型の都市づく

り」における公共交通軸（都市計画区域マスタープラン

で指定されたもの）に寄与する大規模集客施設の立地を

図る地区計画について、次の場合に限り適用する。 
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都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

  

 公共交通軸の駅、バス停と直接接続し、一体として計

画する大規模集客施設の立地を担保する地区計画で、一

定の接軸要件を満たすものとして評価を受けたもの（※

２-３福岡県大規模集客施設の立地基準）について、同意

（協議）対象とする。 

 なお、その際の対象区域については、駅、バス停のう

ち必要な整備を行う部分を含む一体的な区域とするこ

と。 
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③法第12条の５第１項第２号ハ 

健全な住宅市街地における良好な居住環境その他優れた街区の環境が形成されている土地の

区域 

 

都市計画運用指針 都市計画運用指針に対する県の考え方 

１） 住宅の連たんする街区により構成され、良好な居

住環境を既に有している都市的な市街地であって、

主として農林漁業者以外の者が居住する住宅市街地

の土地の区域であり、集落地域整備法に規定する

「集落地域」に加え、農山漁村の既存集落は含まれ

ないものであること 

線引き以前に建設された建築物が一定のまとまりで集

合している住宅市街地や、既に大規模な開発許可などに

より住宅団地が形成されている場合など、当該区域の人

口回復や活性化など良好な地域環境を維持する必要があ

る場合で、農山漁村を除く。 

 

一定のまとまりがある都市的な住宅市街地であって、既

に住宅団地が建設され、道路などのインフラ整備も整

い、良好な街並みを有しているもので、地域社会の存

続・維持のために適用することが考えられる。 

 


